
内閣府地方創生推進室令和４年度新規事業「『地方創生×脱炭素』推進事業」について

全国各地で進めようとしている脱炭素に向けた取組を地域経済の活性化や地域課題の解決につなげ、脱炭素と地方創生の好循環
を形成することが、2050年脱炭素社会及び地方創生の同時実現の鍵です。本事業では、脱炭素化の取組を契機とした地方創生
に係る先進的事例や事業推進に必要なノウハウの共有を進め、地方創生と脱炭素社会の同時実現に向けた地域の自主的・主体的
な取組を支援します。

１．「『地方創生×脱炭素』推進事業」の全体像

これから「地方創生×脱炭素」事業に取り組も
うとする３市町村に対して外部有識者を派遣し、
基本的な計画作成の支援を行います。支援を通
して、地域における人材の確保・育成の考え方
も整理します。

３) 実務担当者マニュアルの作成

２．今後取り組む自治体の伴走支援（計画作成等支援）について

計画作成等支援対象に選定された市町村に対して、外部有識者を数回派遣し、現場視察や対面もしくはオンラインによる相談等
を経て、「地方創生×脱炭素」事業の実施に向けた基本的な計画作成を支援します。

１)２)で得られた情報及び有識者会議を踏ま
え、地域における「地方創生×脱炭素」事業
の開始・推進のノウハウについてまとめた自
治体担当者向けの実務マニュアルを作成しま
す。

先進的に取り組む５自治体の、脱炭素化
の取組を契機とした地方創生事業（以下、

「『地方創生×脱炭素』事業」とします。）について、
事業経過、事業実施体制、経費等基本的
な情報を収集し、地方創生及びCO2削減
の効果を定量的に把握します。

１) 先進自治体に関する調査 ２) 今後取り組む自治体の伴走支援

事業の流れ

支援対象応募・選定及び支援の流れ
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４回程度の外部専門人材の市町村派遣、オンライ
ン相談等を経て、「地方創生×脱炭素」事業の基
本的な計画作成を目指します。外部専門人材の派
遣に係る費用（人件費、旅費及び必要な文献調査
等の費用）は内閣府にて負担します。

地域が目指す将来像及びそれに向
けた「地方創生×脱炭素」事業の
内容、地方創生及びCO2削減の効
果を可視化した「地方創生ゼロ
カーボンシート」を作成し、派遣
成果のまとめとします。

令和５年
度以降の
支援につ
いては検
討中です。

応募要領に
沿い、応募
用紙をご提
出ください。

書面審査（３月上旬）、ヒ
アリング（３月中旬～４
月）及び有識者会議（５
月）を経て対象市町村を選
定します。

面談を経て、
１市町村につ
き２名程度の
外部専門人材
を選定します。

今回募集

資料１８


